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1. はじめに

昨今の GATT交渉の経過にもみられるように，現在の我が国農業は，貿易の

自由化と農業保護の削減という世界的な潮流の中で，その新たな対応が求めら

れている。このような外圧に加えて，国内的には，依然，農業と他産業との生

産性格差が存在し，農村部の混住化，中山間地域の過疎化，農業者の高齢化，

後継者不足といった諸問題を抱えている。

王子成 3年は昭和36年に農業基本法が制定されてから 30年目に当たったこと

もあって，基本法農政の見直しが盛んに行われた(1)。しかし，これら多くの

見直しも，農業基本法が制定された当時の諸問題が抜本的に解決されることな

し農業を取り巻く社会経済環境がより複雑化する中で，その解決が一層困難

になってきた事実の認識では一致しているように思われる。
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確かに，農家所得は非農家所得を上回り，特に，畜産部門や園芸部門では，

農業基本法で志向された，農業所得が他産業労働者所得を上回る自立経営農家

も生まれたが，それが我が国の農業生産の基幹を構成するまでには至っておら

ず，多くの農家所得は兼業所得への依存を高めることによって維持されている

のが実状である。この間，構造改善事業の実施や農地法の改正，食糧管理制度

の運営上の手直し等も行われ，構造政策の推進や市場原理の導入も部分的に試

みられてきたが，農業構造の顕著な改善をみるには至っていない。

国際的な農業保護削減の潮流の中で，従来の価格支持による所得補償政策も

限界に近づきつつあり，構造政策重視の方向に農政を転換させることが緊急の

課題となってきている。しかし，このためには，まず今後の我が国の農業構造

の変化を正しく展望しておくことが重要であるo

本稿の課題は，我が国の農業構造，特に就業状態，年齢階層，経営耕地規模

別にみた農家の構成が，今後どの様に展望されるかを. 1990年農業センサス

のデータを基に見通しを試みることにある。 5年毎に実施される農業センサス

のデータによって，最近の我が国の農業構造がどの様に変化しており，この傾

向が今後も続いた場合，特に西暦 2000年の我が国の農業構造がどの様に変化

するのかを展望することを最終の目標としている。

本稿で扱う農業構造の展望の基本になる方法論は，農業センサスの構造動態

調査に示される「動態表」に基づく. r移動確率行列」による予測法であるo

農業センサスの構造動態調査では，過去5年間(前回のセンサスから今回のセ

ンサスまで)の各種状態(就業状態，経営耕地規模等)別の農家の移動の状

況をまとめた「動態表」が示されているほ}。通常公表されている動態表は，

1/20抽出によるものであるが.今回の我々の行った展望作業で使用した動

態表は，同じく 1/20抽出ではあるが，後述するように，農家世帯員の「年

齢要素」を加味した動態表であって，通常公表されているものとは若干異なる。

また，実際の計算に使用するにあたっては，将来の農業構造の展望を行い得

るよう全農家ベースに修正を行った。この動態表の構成とこれによるこれまで

の農業構造の変化については，第2節で詳述する。
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以下，第3節では，動態表に基づく移動確率行列による予測モデルを提示す

る。この中で，構造政策の効果を加味した予測.即ち「構造政策ノfラメータ

ー」の考え方を併せて示す。第 4節では，この予測手法を使って求めた予測結

果を示し，その傾向を明らかにする。最後の第 5節では，本稿で得られた知見

を整理し，今後の我が園の農業構造を展望する際のこれらの意味合いについて

考察することにする印。

2. 動態表の構成と農業構造の変化

(1) 動態表の基本構造

農家の就業状態区分については，第 1表に示されているように基本となる

12分類をまず設定したが，ここでは特に，今後の我が国農業の中心的な担い

手になるであろう中核農家の動向に注目するために，基本 12分類を再集計し

て. r中核農家(16歳以上 60歳未満の男子で年間農業従事日数が 150日以上

の者がし、る農家)J. r準中核農家(16歳以上 60歳未満の男子で年間農業従事

日数 100日以上 150日未満のものがいる農家J)， rその他農家」の 3種類に分

第l表就業状態区分

コ ド 基 本 12 分 類 動態表の分類

1 専従者なし 男子補助者 なし 3 その他

2 あり7下記以外 3 その他

3 160歳未満で 100-149日 2 準中核

4 専従者 男子補助者 なし 3 その他

5 女子のみ あり!下記以外 3 その他

6 160歳未満で 100-国日 2 準中核

7 専従者 男子専従者 下記以外 1 中核

8 男子 l名 60歳 未 満 男子補助者60歳未満で 100-149日 1 中核

9 男子専従者 下記以外 3 その他

10 60歳以上 男子補助者 60歳未満で 1∞-149日 2 準中核

11 専従者男子 60歳未満 I人以上 1 中核

12 2名以上 上記以外 3 その他
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類したは}。

ここで「準中核農家」という概念は若干耳慣れない用語であるが，この概念

を持ち出した意味は次の通りである。本来. r農業専従者」という概念は，農

業を主な職業とする者を指す概念として考えられたものであって，年間の農業

従事日数を 150日以上としたのもこの考え方に基づくものである。しかし，農

業，特に稲作の技術進歩に伴い，稲作専業農家の場合，耕作規模にもよるが，

年間農業従事日数が 150日未満でも十分経営が可能な農家も現れてきた。そこ

で，厳密な定義に従えば中核農家ではないが，実質的には中核農家に限りなく

近い概念として「準中核農家」とし、う概念を本稿の分析では設定してみた。し

かし，動態表にみられるように，準中核農家は，中核農家，その他農家に比べ

て数が少なく，十分な分析対象とはなり得なかった。

また，中核農家，準中核農家については，男子専従者，男子補助者の年齢階

層を第 2表のように 5つに分類し，男子専従者，男子補助者の年齢階層からみ

た農家の動態も追跡することにした。その他農家については，年齢階層による

区分は行わなかった。これは， rその他農家」には，中心となる 60歳未満の農

業労働力が存在しなし、からである (S)。

経営耕地規模による分類は，第 3表に示されているように，規模の大きい北

海道については 8分類，都府県については 7分類で行っている。

第 2表年齢階層区分

年齢区分|内 容

16 -39歳

2 140-44歳

3 I 45 -49歳

4 I 50-54歳

5155-59歳

注.男子専従者及び男子補助

者の年齢階層を中核・準中

核農家について、 5区分に

分類する。その他農家につ

いては、年齢階層区分を行

わない。

北

コード

l 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

第 3表経営耕地面積区分

海 道 都 府 県

内 廿~・ コード 内 容

- 1.0ha -0.5 ha 

1. 0 - 3.0 2 0.5-1. 0 

3.0 - 5.0 3 1.0 -1.5 

5.0 -10.0 4 1. 5 -2.0 

10.0-15.0 5 2.0 -3.0 

15.0 -20.0 6 3.0 -5.0 

20.0 -30.0 7 5.0 -

30.0 -
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従って，ここで使う動態表では，就業状態として 3分類(中核農家，準中核

農家.その他農家).年齢階層として 5分類(その他農家は区分を持たない). 

経営耕地規模として北海道は 8分類，都府県は 7分類が行われており，全体と

して，北海道の農家は 88区分のどれかに，都道府県の農家は 77区分のどれか

に分類されて 5年間の動態が追跡されている。

北海道，都府県を別々の動態表として集計したのは，経営耕地規模の違いに

よるものである。しかしながら，後述する予測結果などにみられるように，北

海道と都府県では農業構造が相当に異なっており，この 2地域分割による分析

は成功したものと考えられる。逆に.都府県をさらに地域別に分割して分析す

ることは，少なくとも 1/20抽出データを使用する限り，十分な結果は得ら

れない可能性が強い (6)o

動態表の基本構造は，第 1図のようになっている。ここで Xj(t)は j区分

の t年の農家戸数 Xij伺は (t- 1)年に i区分にあり t年には j区分に

移動した農家戸数 rj (t)は (t- 1)年に i区分にあり t年には農家でな

くなった離農戸数， s j 〈t) は (t-1)年には農家でなく t年に j区分の農

家となった新設農家戸数を示している。 R(t)は総離農戸数 S(t)は総新設農家

戸数. XT
仰は t年の総農家戸数を示している。

第l図に示された {X ii (t) }， {r i (t)}， {S j (t) iを1/20抽出データにより集

計し. {xj(ト!)}. {x汁-1)}. {R ∞}を全数集計値から求め. RAS法 (7)によっ

て '{Xjj(叫. {r j (t)}. (S j仇)}を与えられた全数値 (X;(t-l)}， {Xj(叫}， R(ヘ

X" (1) (t) 
Xln )

 
t
 

(
 l

 
r
 

XICtー I)

(t) 
Xij )
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 z
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Xi (tー 1)
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Xnn (t) nn )
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第 l図動態表の記号表示



6 農業総合研究第 46巻第 2号

S れ〉に等しくなるように調整した。従って，調整後の動態表では，以下の恒等

式(タテ，ヨコのバランス)が成立している。

IjXjj<')+ ri仇)=Xj<'-ll 

IiXij<t)+ S/')=Xj<') 

また， 1990年農業センサスでは農家の定義が変更されたのでは 90年農

業センサスの動態表については，新しい農家の定義に基づいて推計された値を

用いている。

(2) 就業状態別・年齢階層別動態表からみた農業構造の動き

1985年 90年農業センサスの動態表を経営耕地規模について統合し，大分

類の就業状態と中分類の年齢階層について整理したものを北海道については付

表 1に.都府県については付表2に示している。

この表における「中核農家×中核農家」及び「準中核農家x準中核農家」の

対角線の右側の要素が，就業状態の変化がなく，単に年齢を 5歳加えたことに

よって年齢階層が 1つ上にシフトした戸数を示している。いわゆるコーホート

効果による農家の移動を表している。

まず，都府県について，付表 2に基づいて農家の移動をみてみると， 1985 

- 90年間に， 434千戸の農家が離農し. 54千戸の農家が新設され，総農家戸

数が 3，739千戸になったことがわかる。同期間に中核農家は 808千戸から 578

千戸へ 28.4%減少し.準中核農家は 225千戸から 171千戸へ 24.3%減少し，

その他農家は 3，086千戸から 2，991千戸へ 3.1%減少した。この結果，全農家

に占める中核農家シェアは 19.6%から 15.5%へ低下し.準中核農家シェアも

5.与%から 4.6%へ低下した。

さらに中核農家の年齢階層区分にまで着目して農家構成の動きをみてみると，

中核農家全体に占める男子専従者 30代以下の農家割合は 31.9%から 31.2 % 

へ，男子専従者 40代の農家割合は 27.1%から 26.0%へ，男子専従者 50代の

農家割合は 41.1%から 42.8%へ変化し，ほんの僅か 50代男子専従者のいる
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農家割合が高まったことがわかる。しかし 50代男子専従者をさらに 50代前

半と 50代後半に分けてみると，男子専従者50代前半の農家割合は 21.5%か

ら20.3%へ若干低下したのに対して，男子専従者50代後半の農家割合は 19.5

%から 22.5%へ上昇したことがわかる。

1985年時点で 50代後半の男子専従者のいる農家の多くは 5年後の 1990

年には，中核農家の定義(16歳以上 60歳未満の男子で年間農業従事日数 150

日以上のものがいる農家)のため，自動的に中核農家ではなくなる。これは，

1985年に男子専従者 50代後半の中核農家 158千戸の 89.4%に相当する 141

千戸の農家が 90年にはその他農家に移動していることに現れている。他方，

1985年に男子専従者 50代後半の中核農家の 3.7%は90年には男子専従者 30

代以下の中核農家に. 2.8%は男子補助者 30代以下の準中核農家に移動して

おり，これらは，この間に中核農家の世代交代が起こったことを示してい

る同〉。男子専従者50代後半の中核農家の離農率は 2.9%で，これは他の年齢

階層に比べてそれほど高い値ではない。

また. 1990年に男子専従者 50代後半の中核農家となった 120千戸のうち

8.2%は85年には男子補助者50代前半の準中核農家から. 16.2 %はその他農

家から移動してきたものである。これは 50代後半になると，それまでの兼

業活動を控えて本格的に農業に従事し始め，中核農家に変わるものがかなりい

ることを示している。この傾向は，男子専従者 50代前半の中核農家でもみら

れ. 7.2%は男子補助者40代後半の準中核農家から. 12.5 %はその他農家か

らの移動で補充されている。男子専従者50代の中核農家の減少率が，他の年

齢階層に比べて，それほど高くない背景には，このような 50代離職帰農者によ

る補充があるといえる。

1985年農業センサスの動態表との比較においては (10) まず，農家の 5年間

の離農率が 8.1%から 10.5%に高まり，逆に新設率は 2.0%から1.3%に低

下し，全体として農家戸数の減少率が 6.1%から 9.2%へ高まったことが注目

される。特に，中核農家の減少率は 16.4%から 28.4%へ著しく高まった。

先に. 1985 -90年間の中核農家の年齢階層別構成の変化はそれほど著しく
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はなかった点を指摘したが，これを 1980-90年の 10年間に延ばしてみてみ

ると，やはりかなりの高齢化が進行したことに気づく。男子専従者 50代後半

中核農家のシェアは. 1980年の 13.0%から 85年の 19.5%へ，さらに 90年

には 22.5%へ高まっている。

先に確認した男子専従者 50代の中核農家の世代交代も. 1980 -85年間に

比べると，その割合が低下したことに気づく。男子専従者 50代の中核農家の

準中核農家及びその他農家からの移動による補充率も. 1980 -85年間に比べ

ると，低下している。中核農家の高齢化の進行とその世代交代の停滞 50代

離職帰農者による補充率の低下が，最近の中核農家の減少率上昇の背景になっ

ているといえよう。

また，コーホート効果によって中核農家からその他農家へ移動した農家戸数

は. 1980 -85年間で 110千戸であったが. 1985 -90年間では 141千戸に増

加している。前の 5年間に比べて 1985-90年間に中核農家戸数の減少が加速

した主因がここにあったことは明らかであり，実際の年齢からみてしばしばい

われる「昭和 lケタ世代」の農業専従者が満 60歳を過ぎ，これによって農家

が中核農家からその他農家へシフトしたことが，この動態表にそのまま現れて

いる。

次に，付表 lの北海道の動態表によると，まず，都府県に比べて，北海道の

農家戸数の減少率が高いことがあげられる o 1980 -85年間の農家減少率は都

府県が6.1%であったのに対して北海道は 8.6%. 1985 -90年間の減少率は

都府県9.2%に対して北海道 12.6%で，両期間とも北海道が高かった。しか

し，中核農家の減少率は，都府県が 16.4%. 28.4 %であったのに対して，北

海道は 10.4%. 13.1 %と低かった。

また，北海道では，農家全体に占める中核農家シェアが高く，しかも世帯主

年齢の若い中核農家の割合が高い。 1990年の中核農家シェアは，都府県が

15.5 %であったのに対して北海道は 53.7%を占めており，中核農家の中での

男子専従者 40代以下の農家割合は，都府県が 57.2%であったのに対して北海

道は 77.2%にもなっている。
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1985 -90年間の中核農家の移動先をみると，中核農家への存続，準中核農

家，その他農家への移動，離農の割合が都府県では 57.8%. 6.4%. 33.4%. 

2.4%であったのに対して，北海道では 78.6%. 3.2%. 12.9%. 5.3%で

あったことがわかる。兼業機会に恵まれない北海道では，中核農家から準中核

農家，その他農家への移動率が低く，中核農家をやめる場合には離農するケー

スがかなりあることを示している。

都府県に比べて北海道では，男子専従者 50代中核農家の中核農家としての

世代交代比率が高いのも特徴である。しかし 50代離職帰農者による中核農

家の補充率は，都府県に比べて低い。

(3 ) 就業状態別・経営耕地規模別動態表からみた農業構造の動き

付表3及び 4は，動態表を年齢階層について統合し，就業状態と経営耕地規

模について整理したものである。

まず，付表4に基づき，都府県について. 1990年農業センサスの動態表を

みてみると. 1985 -90年間に.中核農家及び準中核農家については，大規模

階層シェアが増加したことがわかる。中核農家と準中核農家については 2.0ha 

を増減分岐点に，大規模階層シェアが増加している。これに対し，その他農家

は，大規模階層に若干シェアの増加がみられるものの，最小規模階層である

0.5 ha未満階層のシェアが. 1985年の 3割未満から約5割になるなど，他と

異なった動きとなっている。

中核農家では. 1985 -90年間に農家戸数全体が 28.4%減少する中で. 2.0 

-3.0 ha階層の割合は 17.7%から 19.5%へ. 3.0 -5.0 ha階層の割合は 8.7

%から 11.7 %へ. 5.0 ha以上階層の割合は 2.1%から 3.9%へそれぞれ増加

した。ただし，シェアでなく農家戸数でみて増加しているのは.5.0 ha以上階

層だけである。

増減分岐点 2.0ha前後の中核農家の動きをもう少し詳しくみてみると. 1985 

年に1.5 -2.0 ha階層に所属していた中核農家 143千戸の 63.7%は中核農家

に留まり. 6.4%は準中核農家へ. 28.7%はその他農家へ移動し. 1.3 %が



10 農業総合研究第46巻第 2号

離農したことがわかる。中核農家に留まった 91千戸のうち， 50.9%は同一階

層に留まり， 27.2%は上位階層に， 22.0%は下位階層に移動した。

また， 1985年に 2.0-3.0 ha階層に所属していた中核農家 143千戸につい

ては，その 68.6%は中核農家に留まり. 7.4%は準中核農家へ. 22.9 %はそ

の他農家へ移動し. 1.1 %が離農した。中核農家に留まった 98千戸のうち，

61.3 %は同一階層に留まり. 19.1 %は上位階層に. 19.6 %は下位階層に移動

しTこo

1.0 -1.5ha階層の中核農家の中核農家内での上位階層への移動率は 25.7

%.下位階層への移動率は 17.2%であり. 3.0-5.0 ha階層の中核農家内で

の上位階層への移動率は 13.3%.下位階層への移動率は 19.2%であったこと

も考えると，中核農家内での 2.0ha以上階層シェアの増加の主因には， 2.0 ha 

以上階層よりも， 1. 0 -2.0 ha階層での旺盛な上位階層への移動傾向があっ

たといえる。

1990年に 2.0-3.0 ha階層に所属した中核農家 113千戸のうち，同一階層

の中核農家の滞留によるものは 53.4%.下位階層の中核農家からの移動は

26.4%，上位階層の中核農家からの移動は 8.3%で，ここでも下位階層から

の旺盛な上方移動の傾向がみてとれる。 3.0-5.0 ha階層. 5.0 ha以上階層

とも，その直近下位階層からの上方移動の傾向が著しい。

2.0 -3.0 ha階層での上位階層への移動率は，中核農家が 15.6%.準中核

農家が 11.6 %，その他農家が 8.6%で，労働力の充実した中核農家の上位移

動率が高かった。

1985年農業センサスの動態表との比較においては，まず， 1980 -85年間に

は中核農家で小規模階層シェアの増加がみられたのに対して. 1985 -90年間

には 0.5ha未満階層シェアの増加は起こらず，大規模階層シェアの増加だけ

になったことに気付く。準中核農家についても. 1980 -85年間には階層分化

の傾向が不明瞭であったのが， 1985 -90年間には 2.0ha以上階層シェアの

増加がより鮮明になった。

その他農家については， 1980 -85年間には， 1.0ha未満階層でシェアが
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低下し，それ以上階層でシェアが増加していた。これに対して. 1985 -90年

間には，先述したように. 0.5 ha未満の最小規模階層のシェアが大幅に増加

した他は. 3.0 ha以上階層でわずかにシェアが増加したに過ぎず，前 5年間

とはかなり動きが変化した。規模拡大の増減分岐点は，両期間とも中核農家は

2.0 haで変化していない。

増減分岐点2.0ha前後の中核農家の動きとしては. 1980年に1.5 -2.0 ha 

階層に所属していた中核農家 177千戸の 71.8%は 5年後も中核農家に留まり.

6.6%は準中核農家へ. 20.6 %はその他農家へ移動し. 1.1 %が離農した。

中核農家に留まった 127千戸のうち. 53.5 %は同一階層に留まり. 22.6 %は

上位階層に移動し. 24.0%は下位階層に移動した。

1980年に 2.0-3.0 ha階層に所属していた中核農家 158千戸の 77.8%は 5

年後も中核農家に留まり. 4.3%は準中核農家へ. 17.1 %はその他農家へ移

動し. 0.8%が離農した。中核農家に留まった 123千戸のうち. 64.2 %は同

一階層に留まり. 15.5 %は上位階層に移動し. 20.3 %は下位階層に移動した。

これを先の 1985-90年間の動きと比較すると. 1. 5 -2.0 ha階層. 2.0-

3.0 ha階層ともに，最近では中核農家に留まる割合が低下し，特に，その他農

家へ移動する割合が高まったことがわかる。また，中核農家内の動きとしては，

両階層とも，同一階層への存続率が低下し，上位階層への移動率が高まってい

る。

北海道の動態表からみた特徴としては，まず，北海道でも大規模層シェアの

拡大傾向がみられ，当然のことながら，増減分岐点が大きいことがあげられる。

1985 -90年間の増減分岐点は，中核農家が 10.0ha.準中核農家とその他農

家が 5.0haとなっている。ただし，準中核農家については. 1 ha未満の最小

規模階層でもわずかではあるがシェアが増加している。中核農家と準中核農家

の増減分岐点は 1980-85年間のそれと変化していないが，その他農家の増減

分岐点は 3.0から 5.0haへ高まった。北海道では，都府県に比べて最上位階

層のシェアが高く，階層分化がより進んでいるようにみえるω。

増減分岐点 10.0ha前後の中核農家の動きをみると. 1985年には 5.0-10.0 
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ha階層に所属していた中核農家 188百戸の 75.5%は 5年後も中核農家に留ま

り. 4.4%は準中核農家へ. 14.1 %はその他農家へ移動し. 6.0%は離農し

たことがわかる。中核農家として留まった 142百戸のうち. 76.3 %は同一階

層に留まり. 20.0 %は上位階層に移動し. 3.7%は下位階層に移動した。

また. 1985年に 10.0-15.0 ha階層に所属していた中核農家 88百戸の

87.8 %は 5年後も中核農家に留まり. 1.2 %は準中核農家へ. 7.0%はその

他農家へ移動し. 4.0%は離農した。中核農家として留まった 77百戸のうち，

63.6%は同一階層に留まり， 30.3 %は上位階層へ移動し， 6.2%は下位階層

へ移動した。

このような動きを都府県の場合と比較すると，北海道では増減分岐点付近の

中核農家の準中核農家，その他農家への移動率が低<.離農率が高いこと，中

被農家内の動きとしては，同一階層への滞留率が比較的高く，上位階層への移

動率がかなり高いことがわかる。中核農家内での上位階層への移動率は. 5.0 

-10.0 ha階層では最近さらに高まっているが. 10.0 -15.0 ha階層では若干

低下している。

3. 動態表によるE農業構造の将来予測

前節では. 1985年と 90年の農業センサスの動態表から，特に中核農家を中

心に. 1980 -90年間の農家構成がどの様に変化したかを概観した。では，動

態表から読めるこの様な変化が今後も続くと仮定した場合，我が国の農家構成

はどの様に変化するのであろうか。

(1) 移動確率行列に基づく農業構造の予測アルゴリズム

既に述べたように，農業センサスの動態表を使って移動確率行列を求め，こ

れに基づいて農業構造の将来予測を行うことができる問。この予測アルゴリ

ズムを以下に示そう。

先の第 1図を使って説明すると，予測に用いる移動確率行列{a;j}，離農率
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ベクトル {Ui}. 新設率ベクトル {Vj} は次のように定義される。

各行 iに対し air
xiio 

Xi('-lJ - ri仰

r; (t+l) 

Ui 一玄:Tす一，

。(，)

各列 jに対し， V3=-dh「，
"'，I'iAii 

j = 1 -n 

=l-n 

j = 1 -n 

以上の準備のもとに，予測方法は次のようになる。即ち t期から〈円)期へ

の区分別農家戸数日引の予測方法は次の通りである。

1) 離農率ベクトル {uJ とt期の農家戸数 {Xi(')} によって，区分別離農戸

数{r i ('+1) }を求める。

ri('+1) = Xi(') X Ui. 1 -n 

2) t期の農家戸数 {Xi(')}. 1) で求められた離農戸数{r汁+叶と移動確

率行列{ai;} を用いて，

Xij(山 )= (Xi(叫ー ri 〈H りx ai;. 1 -n 

として. (t+l)期の区分別継続農家戸数を求める。

3) 新設率ベクトル {V;}によって，新設戸数{S j (t+川を求める。

Sj(t+1) = ~iXi/t+l) X Vj 

4) Xj
白川 =Iixij(t+l) + Sj('+1)として. (t + 1 )期の農家戸数 {Xj('+刊を

求める。

(2 ) 矯造政策パラメーター βの設定

以上の予測アルゴリズムは，農業センサスから得られる「動態表」をそのま

ま使ったいわば「自然体」による予測方法である。そこでは，政策的な要素は

一切加味されず，前期から今期にかけての 5年間の構造変化を基に将来を予測

しようとするものであった。本節では，こうした自然体予測に政策要素を加味

することを考えよう。

構造政策の 1つの大きな目標は，各農家の経営耕地規模の拡大であり，それ
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によって農業生産の生産性を向上させることがこれまで常に意識されてきたと

言ってよいであろう。それでは，具体的な政策手段は別として，農家の経営耕

地規模を拡大せしめるような政策を採った場合，将来においてどのような展望

が描けるであろうか。こうした規模拡大を助長する政策の影響をこのモデルの

中に組み込むことを考えよう。

既に述べたように，動態表の区分は次の 3段階に設定されている。

(1) 大分類……就業状態(中核農家，準中核農家.その他農家)

(2) 中分類……年齢階層 (5分類，その他農家については 1分類)

(3) 小分類…・・・経営耕地規模(北海道は 8分類，都府県は 7分類)

動態表の中から大・中分類を固定し，小分類だけに注目した小マトリックス

{xid を考えよう。ただし kは経営耕地規模の区分数である。

Xn............Xl包

Xk1............ X也

この小マトリックスにおいて，各行は前期の経営耕地規模を表し，各列は今

期の経営耕地規模を表す。したがって xdは前期において経営耕地規模 iで

あって，今期に経営耕地規模 jとなった農家戸数を表している。当然，対角線

上にあるのは，経営耕地規模が前期と今期で不変であった農家戸数である。こ

れから直ちにわかることは，この小マトリックスにおいて，対角線より右上に

ある要素 Xij ( i < j )は，前期から今期にかけて経営耕地規模を拡大させた農

家戸数であり，対角線より左下には経営耕地規模を縮小させた農家戸数が計上

さnているということである。

したがって，この小マトリックスの対角線より左下をすべてゼロとした動態

表を考え，これに基づく予測を行えば，該当する農家については，経営耕地規

模は少なくとも現状よりは縮小しないことになる。逆に，対角線より右上をす

べてゼロにすれば，経営耕地規模は拡大しない。このように動態表を経営耕地
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規模に関して操作することによって，農業構造を構造政策の意図する方向へ誘

導することを考える。

それでは，どのような階層で規模を拡大させ(正確には規模縮小の抑制)，

逆に，どのような階層で規模を縮小させることが，構造政策で意図した方向と

合致することになるであろうか。この答えはそう簡単にでるものではないが，

ここではモデルの構成との関係で，農家の就業状態に着目して，次のように設

定しよう。即ち，今期の就業状態が「中核」農家であったものは規模拡大を促

し(正確には規模縮小の抑制).そうでない農家に対しては規模縮小を促す

(規模拡大の抑制)。このことをモデルの構成との関係で示すと次のようにな

る。動態表を年齢階層・経営耕地規模を統合して「就業状態JX ["就業状態」の

形で示し，規模拡大への政策誘導を“ 2ぺ規模縮小への政策誘導をつ"で

示すと，次のようになる。

ミ¥ぐ!中 核 準中核 その他

中 核 2 1 l 

準中核 2 1 

その他 2 1 1 

ここで“ 2"と示された部分については. ["規模JX ["規模」の小マトリック

スの対角線より左下をすべてゼロとい“ 1"とされた部分については右上部

分をゼロとするよう調整した動態表を考えている。ただし，単に右上または左

下をゼロとしただけでは動態表としてのバランスがとれなくなるので，各行に

ついて対角要素を修正することによってノtランスをとる。

対角要素でバランスをとるということは，本来規模拡大又は縮小の動ぎをし

ている農家に対し，現状の規模に留まるようにすることを意味する。このよう

に修正された動態表は，ある意味で経営規模の拡大縮小の動さを構造政策によ

って整理した極限の姿であるといえよう。

もとの動態表を Dとし，このように修Eされた動態表を Eとして oと1の

聞の値をとるパラメータ -sを導入し，次のような 1次結合によって表される
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マトリックスをFとしよう。

F = (1.一 β)x D +βxE 

こうして作られたFは， β=0の時， F=Dとなり，

β= 1の時， F= Eとなる。

したがって，この βを0-1で変化させることにより，自然体の予測から政

策的な予測までを行うことができる。このPを「構造政策パラメーター」と呼

ぶことにする。

もちろんこの βが具体的な構造政策とどの様に係わるかについては，このモ

デルではその回答を用意していない。ここで言えることは， βが 1に近づくと

いうことは，相対的に労働力の充実した中核農家の規模拡大を助長し(縮小を

抑制し)，準中核農家及びその他農家の規模拡大を抑制する(縮小を加速する)

政策が採られるということである。

4. 予測結果の概要

第 4表には，西贋 2000年の就業状態別・経営規模別の農家戸数の予測結果

が示されている。これによると，積極的な構造政策を採用しない自然体の場合

(s = 0)の農家戸数は， 1990 -2000年間に，都府県では 3，739千戸から

3，064千戸へ 18.1%減少し，北海道では 954百戸から 727百戸へ 23.8%減少

し，我が国全体では 3，835千戸から 3，137千戸へ 18.2%減少することがわか

る。増減率でみると，ともに前 5年間の減少率とほぼ同水準である。

同期間に，中核農家戸数は，都府県では 578千戸から 354千戸へ 38.8%減

少し，北海道では 512百戸から 402百戸へ 21.5 %減少し，我が圏全体では 629

千戸から 394千戸へ 37.4%減少する。増減率では， 1980 -85年間のそれよ

りは大きいものの， 1985 -90年間のそれを若干下回る水準である。農家戸数

全体に占める中核農家シェアは，都府県では 15.5%から 11.5%へ縮小するの

に対して，北海道では農家戸数全体の減少率が中核農家のそれを上回るため

53.7%から 55.3%へ高まることになる。
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第 4表農家戸数の推移及び予測(要約)
(単位:戸、%)

1980年 1985年 1990年 2000年 2000年 2000年
(月=0) (s =0.5) (月=1)

北
中核 65， 728 58，926 51，233 40，239 40，226 40，214 

海
準中核 7，664 6，284 4，438 2，895 2，846 2， 799 

道
その他 46，248 44，103 39， 765 29，605 29，625 29，636 

実 合計 119，640 109，313 95，436 72，740 72，697 72，649 

都
中核 966，926 807，819 578，009 353，619 351，622 349，696 

府
準中核 309，841 225，469 170，615 136，008 133，136 130，275 

県
その他 3，264，963 3，086，134 2，990，668 2，574，457 2，573，721 2，572，952 

合計 4，541，730 4，119，422 3，739，292 3，064，084 3，058，479 3，052，923 

数 全 中核 1，032，654 866，745 629，242 393，858 391，848 389，910 

準中核 317，505 231，753 175，053 138，903 135，982 133，074 

国 その他 3，311，211 3，130.237 3.030.433 2.604.062 2.603.346 2.602.588 

合計 4，661.370 4.228.735 3，834，728 3.136，824 3.131，176 3.125.572 

中核 -2.2 -2.8 -2.4 -2.4 ー 2.4
北

準中核 -3.9 -6.7 4.2 4.3 -4.5 

増
海

その他 0.9 2.0 2.9 2.9 2.9 

道 合計 一1.9 2.7 2.7 2.7 2. 7 

減
都

中核 -3.5 6.5 -4.8 -4.8 -4.9 

準中核 6.2 5.4 -2.2 一2.4 2. 7 
府

その他 1.1 -0.6 -1.5 一1.5 一1.5

年
県

合計 -1.9 -1.9 -2.0 -2.0 -2.0 

中核 -3.4 -6.2 -4.6 4.6 -4.7 

率
全

準中核 -6.1 -5.5 -2.3 -2.5 -2.7 

その他 一1.1 0.6 1.5 1.5 1.5 
国

合計 1.9 -1.9 -2.0 -2.0 -2.0 

注. 1980年の農家戸数は旧定義によるもので、それ以降は新定義によるものである.したが
って、 1980-1985年の増減年率は都府県(及ぴ全国)については厳密にはつながらない.

付表5及び6によって，中核農家の経営耕地規模別構成の変化をみると，都

府県では 5.0ha以上階層で農家戸数が増加し，戸数シェアでは 2.0ha以上階

層で増加する。北海道では 30.0ha以上階層で中核農家戸数が増加し，戸数シ

ェアでは 15.0ha以上階層で増加するo

都府県での経営耕地規模 3.0ha以上の農家戸数は，中核農家では 90千戸か

ら82千戸へ 8.9%減少するが，農家全体では 126千戸から 130千戸へ 3.1% 

増加し，戸数シェアは，中核農家では 15.5%から 23.1%へ増加し，農家全体
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では 3.4%から 4.2%へ増加する。

構造政策パラメーター βを0-1まで動かした結果をみると(14)β=1の

場合(中核農家に存続あるいは移動する場合には規模縮小を抑制し.その他の

場合には規模拡大を抑制する)では， β=0の場合に比べて，中核農家では大

規模階層(都府県 2ha以上，北海道 15ha以上)で農家戸数の増加がみられる

のに対して，準中核農家及びその他農家では小規模階層(都府県 0.5ha未満，

北海道 5ha未満)で農家戸数が増加するという対照的な動きがみられる。ま

た，sを変化させた時に総農家戸数が変化するのは，農家戸数の規模別分布が

変化することと，離農率が小規模階層で高いことによるものである。

参考付表には，先に農林水産省から公表された『農産物の需要と生産の長期

見通しJ (15)の生産目標と整合性を持たせた場合の就業状態別農家 1戸当たり

経営耕地規模の予測結果が示されている(16)。これによると，政策的に中核農

家へ生産をシフトさせ.長期見通しの生産目標を達成した場合には，都府県で

は中核農家 1戸当たりの経営耕地規模は 2.4haから 4.4-5.3 haへ拡大し，

経営耕地面積全体に占める中核農家シェアも 34.0%から 40.2-48.0%へ増

加することがわかる。北海道の中核農家 I戸当たり経営耕地規模は 20.3haか

ら30.0-31. 2 haへ拡大し，経営耕地面積全体に占める中核農家シェアは

85.8 %から 89.0%へ増加する。

都府県，北海道とも中核農家戸数が減少し，特に都府県では戸数シェアも縮

小するが，経営耕地面積の中核農家への集中がある程度進み，中骸農家の規模

拡大と面積シェアの増加が見込まれている。

5. おわりに

以上，農業センサスの動態表を基に，最近の農家構造の動きを概観するとと

もに移動確率行列による将来予測を試みた。ここでの分析より得られた主な知

見は.次の通りである。

まず.動態表よりみた最近の農業構造の動きとしては，次のような傾向がみ
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られた。

(1) 農家戸数の減少率は. 1980 -85年間と 1985-90年間で，都府県では

6.1 %から 9.2%へ，北海道では 8.6%から 12.6%へ変化し，両地域とも

減少率が高まった。この中で中核農家の減少率は.都府県では 16.4%から

28.4 %へ，北海道では 10.4%から 13.1%へ変化し，特に都府県の減少率

の上昇が著しかった。

(2) 減少の著しかった都府県の中核農家の動きに着目すると. 1985 -90年間

に，中核農家の 57.8%は中核農家に留まり. 6.4 %が準中核農家へ. 33.4 

%がその他農家へ移動し. 2.4%が離農している。また. 1985年中核農家

戸数の 4.6%に相当する農家が準中核農家から. 8.8%に相当する農家がそ

の他農家から中核農家に移動し. 0.4%に相当する農家が新設された。都府

県の場合には，離農よりもその他農家への移動率が高いことが中核農家減少

の主因となっている。この中核農家からその他農家への移動においては，

1985年に 50代後半であった昭和 1ケタ世代の農業専従者が 60歳を過ぎ，

統計上の定義から中核農家でなくなったものが過半を占めている。

(3) 都府県の中核農家では高齢化も進んでおり，男子専従者 50代後半の中核

農家シェアは 1980年の 13.0%から 90年の 22.5%へ高まった。また，離職

帰農の傾向もみられ， 1990年に男子専従者 50代後半の中核農家の 8.2%は

準中核農家から， 16.2 %はその他農家からの移動であった。他方， 1985年

に男子専従者 50代後半の中核農家の 3.7%は中核農家として， 2.8 %は準

中核農家として世代交代しているo 高齢化の進行と世代交代の停滞 50代

離職帰農者による補充率の低下が，最近の中核農家減少率の高まりの背景と

なっている。

(4) 経営耕地規模別の動きに着目すると，北海道，都府県とも農家戸数に占め

る上位階層シェアの増加がみられ，規模拡大が進んでいるo 都府県では，中

核農家と準中核農家では 2.0haを増減分岐点にして規模拡大が進んでおり，

北海道では.中核農家 10.0haを，準中核農家とその他農家では 5.0haを増

減分岐点にして規模拡大が進んでいるo
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(5) 都府県の増減分岐点 2.0ha以上の中核農家の動きをみると，どの階層とも

中核農家内では上位移動率よりも下位移動率が上回っている。しかし，相対

的に農家戸数の多い直近下位階層からの上位移動戸数が多いことが主因とな

って，上位階層シェアが増加している。

以上のような傾向を持つ動態表を基に，移動確率行列を使って行った将来予

測の結果は次のようであった。

(1) 現行の政策を上回る積極的な構造政策を採用しない自然体の場合， 1990-

2000年間に農家戸数は，都府県では 3，739千戸から 3，064千戸へ 18.1%減

少し，北海道では 954百戸から 727百戸へ 23.8%減少する。この内，中核

農家戸数は，都府県では 578千戸から 354千戸へ 38.8%減少し，北海道で

は512百戸から 402百戸へ 21.4%減少する。このため，中核農家シェアは，

都道府県では 15.5%から 11.5 %へ縮小し，逆に北海道では 53.7%から

55.3%へ増加する。

(2) 中核農家の経営耕地規模については，都府県では 2.0ha以上階層で，北海

道では 15.0ha以上階層で戸数シェアが増加し，都府県では中核農家全体に

占める 3.0ha以上階層の戸数シェアが 15.5%から 23.1%へ，北海道では

20 ha以上階層の戸数シェアが30.2%から 42.3%へ増加する。

(3) 構造政策パラメーターを使って，中核農家に存続あるいは移動する場合に

は規模縮小を抑制し，その他の場合には規模拡大を抑制するとし、う構造政策

の効果を検討した結果では，自然体の場合に比べて，中核農家では大規模階

層(都府県 2ha以上，北海道 15ha以上)で，準中核農家とその他農家では

小規模階層(都府県 0.5ha未満，北海道 5ha未満)で農家戸数の増加がみ

られ，総農家戸数の減少率が若干高まった。

(4) 先に公表された農林水産省の長期見通しの生産目標との整合性を持たせた

場合の経営耕地規模の予測では.自然体の場合，中核農家の 1戸当たり耕地

規模は，都府県では 2.4haから 4.4haへ，北海道では 20.3haから 30.0ha 

へ拡大する。中核農家の面積シェアは，都府県では 34.0から 40.2%へ，北
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海道では 85.8%から 89.0%へ増加するo

動態表より予測されるこれらの農業構造の変化は，何を意味しているのであ

ろうか。特に都府県において，中核農家の減少率が農家全体の減少率を上回り.

中核農家の戸数シェアが低下するという予測結果は，農業を取り巻く最近の社

会経済環境と現行の農業政策の下では，我が国農業の構造改善がそれほど期待

できないことを示しているようにもみえる。しかし，存続農家の経営耕地規模

の拡大傾向は，一定程度の構造改善が進むことを示している。

ここで予測された中核農家の規模拡大の傾向を構造改善の順調な進展とみる

か停滞とみるかは，人によって意見が分かれるであろうが，昨今の貿易の自由

化と農業保護削減の世界的な潮流の中で，我が国農業がその構造改善をさらに

加速させ，国際競争力の強化を急がねばならない時代状況にあることはだれし

も読iめるところである。

最近の中核農家減少率の高まりの背景に，その他農家への移動率の上昇，高

齢化の進行 50代離職帰農によ補充率の低下，世代交代の停滞等があること

は，今後，新しい構造政策を策定する際に配慮すべき諸点といえよう。

最後に，本稿の分析・予測全般に関わる注意事項及び今後の検討課題を記し

ておこう。

まず第 lに，本稿では構造政策の効果をみるために構造政策パラメーターを

導入し，その政策効果の計量的評価を試みた。しかし，ここでの手法はあくま

で第 1次的な接近手法に過ぎず，実際に採用可能な構造政策の=制面を行うため

には，さらにモテ帆ル上での特定化を工夫しなければならない。具体的構造政策

のモデル上での特定化の工夫とそれを使った構造政策の比較評価に関しては，

今後の残された課題である。

第 2に，本稿で提示した分析・予測手法はあくまで「農家」を単位とした方

法であることを注意しておかなければならない。農業構造を分析し，将来を展

望するためにはこのような「農家」を単位とする方法以外に，農業労働力即ち

「人」を単位とする方法があり得る。

特に最近では慢性的な入手不足が続く中で.農業労働力の不足，いわゆる
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「担い手」の不足が顕在化してさており，現地実態調査レポートでもこうした

状況は確認されている。しかしながら，例えば付表 4にみられるように，中核

農家の減少が続くなかで逆にその他農家から中核農家となる農家も相当数にの

ぼっている。こうした状況を詳細に分析するためには農家の世帯員に注目した

よりミクロ的な分析を行う必要があるであろう。

また，第 3節で詳述したモデルの構造から明らかなように，このモデルでは

離農農家戸数と新設農家戸数を外生変数とすることができ，将来の農家戸数を

この外生変数の値によって完全に決めることも可能である。今回使用した動態

表では中核農家と準中核農家について年齢階層を導入することによってコーホ

ート要素を加味した予測を行えるようにしている。しかし別途農業労働力に関

するマクロ的な分析を基礎にして離農・新設戸数を外生変数として与える方法

を採れば，より現実的な将来展望を得ることが出来るであろう。新設比率につ

いてはともかく，離農比率については少なくとも過去5年間の比率だけに頼る

よりは，確度の高い情報が得られるであろう。今後の重要な検討課題である。

第3に，本稿の分析では暗黙の前提として，農業の生産力として農家しか考

えていないこと，即ち農家以外の事業体をほとんど考慮していないことがあげ

られる。もちろん国内の農業生産力として現在のあるいは将来において農家全

体がどの程度のものになるかという点については，本稿の分析では何等議論し

ていなし、。しかしながら. O1Jえば参考付表に示された結果などは，上に述べた

点を仮定しないと了解できないであろう。さらに経営耕地面積を超えて作業受

委託を行う農家，事業体など、が相当程度存在する現在では全て農家を単位とし

て割り切った本稿のモデル分析では時代遅れの印象をまぬがれ得ないかもしれ

ない。もちろんこの点に関しては農業センサスの農家調査による動態表を使っ

た分析という基礎データの制約がある。この点を突き詰めると農業センサスの

データの収集の仕方の問題にもなる。

最後に重要な問題点として，今回の分析では暗黙の内に農家の生産性を測る

指標として「経営耕地面積」のみを考えていることを指摘しておくべきであろ

う。土地利用型作物や，草地と結び付いた大家畜生産だけを問題にするのであ
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ればこれでも良いのであるが，施設園芸や中小家畜などについては「経営耕地

面積」は生産性を測る指標としてほとんど意味を持たない。この点は重要な問

題ではあるが，経営耕地規模を拡大して生産性を向上させることが今最も求め

られているのは土地利用型作物であり，このモデル分析の結果もこうした土地

利用型作物の生産性向上を意図し，そのために構造政策がどの程度の役割を果

たせるかという点について検討したものと考えて頂ければ良いのではないか，

と著者達は考えている。

〔付記〕

本研究で示された結果は，昭和 54年から 55年にかけて農林水産省大臣官房企画

室において開発された『農業構造動態シミュレーションモデル(通称構造モデル)J

の中心となる部分を. 1990年農業センサスのデータを用いてシミュレーションし

た結果をとりまとめたものである。構造モデルの基本的な構想は.本研究結果とし

て提示した農業構造の展望を前提に，将来の農産物の生産目標をどのような農家が

どのように担うかという問題に答えようとするものであった。したがって，構造モ

デルにはここに示された結果に加えて，土地利用，労働力及びこれらに関わる技術

係数を与えて生産目標との調整を行うシミュレーション部分が存在する。(参考付

表に掲げた結果はこのシミュレーション結果の一部である。)このように本研究で

示された結果は，構造モデルの中心ではあるが全体系の一部に過ぎないことを，お

断りしておく。

構造モデルの基本的なアイデアは，当時企画室企画官であった吉村正機氏(現大

臣官房参事官)が考えられたものであり，今回提示した結果も基本的な部分は開発

当初とほとんど変わっていなし、。また，計算に使用したプログラムも開発当時のも

のが基本的に踏襲されている。構造モデルの構成に関わる問題点は本稿の最後にい

くつか指摘しておいたが，こうした問題点は開発当初から指摘されていたことであ

り，今回のシミュレーションを行うにあたっても基本的な改善を加え得なかったの

は，専ら著者達の非力と怠慢によるものである。

今回の研究では当所に設置されている ACOS/3300をメインに， EWS/4800/35を

サプに計算を行ったが，計算の大部分が単精度で行われているため，結果の精度に

かなり問題が生じた(叩。計算プログラムの修正に充分時間をかける余裕がなかっ

たためではあるが，不充分のそしりはまぬがれない。
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最後に本研究を行うにあたり，御協カを頂いた方々に謝意を表しておきたい。

側インテックの大西周介氏には，プログラムの移植，修正など多方面の御協力を

頂いた。統計情報企画調整課の石戸誠氏をはじめとする統計情報部の方々には，本

研究を行う前提となる農業センサスの組替集計を，一般に利用可能となるよりずっ

と早くやって頂いた。比較的短期間に結果をとりまとめることが出来たのは，こう

した方々の協力なしでは不可能であった。また，大臣官房参事官西藤久三氏，大臣

官房企画室企画官北池隆氏，上林篤幸氏の 3氏には計算結果を精査解読して頂き，

計算途中に非常に多く存在していた誤りを指摘して頂いた。構造モデルの計算結果

は非常に大部にわたるため，著者達だけでは充分目が行き届かない点があり，これ

だけの短期間でとりまとめることは 3氏の協力なしには不可能であった。当研究所

の小林弘明研究員と須永芳顕研究員には，本稿全体を通じて多くの貴重なコメント

を頂いた。もちろん本研究結果にまだ存在するであろう誤りはすべて著者達の責任

によるものである。

注(J) 例えば，農林水産省『農業白書・平成 2年度版J(1991年).農政ジャーナリストの

会『どう見る基本法農政 30年J(1991年).全農林労働組合『農村と都市をむすぶ・

基本法農政 30年特集号J.(1991年 10月号)等。

(2) 農林水産省統計情報部 r1985年農業センサス第 8巻・農業構造動態統計報告書』

( 1987年)。

(3) 本研究は，当研究所の特別研究「日本農業の 21世紀繕造展望に関する調査研究」の

一環として行われたものであり.この特別研究での現地調査及びアンケ ト調査の研

究成果は，次の文献で刊行されているので，併せて参照されたい。田畑保「北海道大

規模稲作地帯における稲作農家の世代吏替k構造憂動一一北海道長沼町一一J.字野患

義「新潟県平場稲作地帯における担い手の状況と今後の展望 新潟県白根市一一j.

小野智昭「北関東稲作地帯における也、手と世代交替一一栃木県高根沢町一一j. 村松

功巳「兼業深化地帯における農業構造の展望一一←愛知県安城市一一j. 両角和夫「近畿

中山間地域における農業の担い手の展望一一京都府和知町 j. 島本富夫「佐賀平坦

水田地帯における農業構造の変化と担い手形成一-佐賀県三日月町一一一J. 小野智昭，

松久勉.友国宏一，西津栄一郎「市町村農政担当者が見る農業の将来展望一一農業構

造の展望に関する市町村アンケート結果一一J(農業総合研究所『農総研季報』第 13号，

1992年)。

(4) 基本法農政では，当初，我が国農業の将来の担い手として「自立経営農家」という

概念が使われていたが，自立経営農家のシェアがなかなか伸びないこともあって，昭

和48年度農業白書から男子農業専従者のいる「中核農家」という概念が使われるよう

になってきた。

(5) 60歳未満という年齢制限は，若干問題があるかもしれない。 60-65歳の農業専従

者をもっ農家まで「中核農家」を拡大すべしとする意見もある。



1990年農業センサスよりみた農業構造の展望 お

(6) 北海道については，もし事情が許すなら全農家を使って集計した動態表を使用すべ

きであった。これは，次の理由による。

後の付表 1にみられるように， 1990年の北海道の農家戸数は， 1985 ~ 90年間の離

農戸数を加えて 110，684戸である。従って， 1/20抽出の農家戸数は 5，534戸となる。

一方.動態表の区分は 88，離農，新設の各 1区分を加えると 89となり，動態表のセ

ルの数は， 89 x 89=7， 921となる。

1/20抽出で動態表を集計すると， 5，534戸を 7，921のセルに配分することになる。

集計された動態表の rOJ というセルが本当に Oなのか， 1/20抽出では Oだが，実

際には Oではないのかの判断がつきにくし全体として動態表の信頼性を低下させる

ことになる。今回行った分析では，もともと農家戸数の少ない「準中核農家」につい

て，こうした現象が散見される。

都府県の場合， 1990年の農家戸数は離農戸数を加えて 4，173，684戸，その 1/20は，

208，684戸となり，セル数は， 78 x 78 = 6， 084であるから，北海道の場合のような問題

は生じない。しかし，都府県を地域に分割して動態表を再構成しようとした場合には.

今回の北海道と同じ問題が生じるおそれが多分にある。

(7) RAS法とは， Flator法とも呼ばれ，任意の行列データを.与えられたタテ計，ヨ

コ言十ベクトルに合わせる方法であるo 伊jとして 2次元の場合を示す。

(Xu x121 ""~， k ， •• (Y， 1 任意の行列データ 1~11 A121，列ベクトル 1:，' 1，行ベクトル (Zl Z2) が与え
~ X21 X22) ~ 12) 

られたとき，初期値 {Xu} から出発して， IjXij=Yi・l;Xij= Zjとなる {Xij} を求

める方法であるo 具体的なアルゴリズムは次の通りである。

まず，列ベクトルRH)=(:;:::)を定義する。

(1)de.f '! 
l 一一寸ム一一 1，2 

.l.-Xij 

定義から， ~r(l)x;;=Y;~ なる。即ち !r (l )x;;) のヨコ計は，与えられた列ベク

トルに等しくなる。

次に Sj(l ， ~f マムτ7 ・ j = 1， 2 
~ J j îj 

を定義する。

{r; 日'}に{Sj山}を乗じてタテに加えると I I.rj
(1) XjjSj(ll= Zjとなる。しかし

{ri 
(1) 

Xjj} で成立していたヨコのバランスはくずれる。

Xjj(2l= rj(ll XijSj(l)として，上と同じプロセスを繰り返す。このプロセスを繰り返

して， {Xij} を求める方法がRAS法である。

この方法は，多方面で応用されているものの，与えられた初期値によっては.収束

しない場合もあるので，注意、が必要である。

(8) 旧定義の農家とは， r経営耕地面積が東日本lOa以上.西日本5a以上又はそれ未満

でも農産物販売金額が 10万円以上」であったが，新定義では， r経営耕地面積がlOa

以上，又はそれ未満でも農産物販売金額が 15万円以上」に変更された。

(9) これは，世代交代ではないとする見方もある。即ち， 50代後半の父親とその息子が
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ともに農業専従者であって 5年後にも父親は農業を続けていても，その農家は，中

核 5から中核 1へ移動したことになる o こうした見かけだけの世代友代と真の世

代交代との区別は，少なくとも動態表の分析だけではわからなし、。。o1980 -85年間の動態表では「農家の概念」を旧定義のままで集計しているので注意

が必要である。

帥樋口貞三は，自然分布と比較した規模分布パターンの推移より，北海道の階層分化

が都府県のそれより進化しており，アメリカ，カナダ型に近いことを確認したが，こ

の傾向は 1990年農業センサスでも一般的に認められるように恩われる。樋口貞三「農

業経営規模分布構造の構造変化J(逸見謙三・加藤譲共編『韮本法農政の経済分析J.

明文書房. 1985年)。須永芳顕は. 1975年および80年農業センサスの動態表を使って，

地域別中核農家の詳細な動態分析を行っている。須永芳顕「中核農家の実態J(r農業

総合研究』第 39巻第 4号. 1985年)。

ω 農業センサスの動態表を基に移動確率行列を使って農業構造の将来予測を行った先

駆的なものとして，次の文献がある。神谷慶治「最近の日本農業の変調とその将来」

(r経済評論』第 11巻第 12号. 1962年).清水良平「農家の経営耕地階層分布の動向

とその地域的性格J(r農業総合研究』第 19巻第 2号. 1965年)。また最近では，鈴木

充夫が稲作農家を中心に移動確率行列を使って将来予測を行うとともに，経営耕地規

模別動態の要因分析を行っている。鈴木充夫「基幹労働力の変化と規模拡大J. I稲作

生産における規模拡大の可能性J(森島賢監修・全国農協中央会編『水田農業の現状と

予測』富民協会. 1990年)。

同 ここでは.就業状態，年齢階層.経営耕地規模による農家の分類を総称して区分と

呼ぶことにする。区分数は北海道88.都府県77である(第 1節参照)。

同 このモデルでは， βは0-1まで連続的に動かすことができるが，本稿では， β=

O. 0.5. 1. 0の3ケースを示すにとどめた。

同 農林統計協会編 r21世紀農業へのシナリオ:農産物の需要と生産の長期見通し』

1990年。

~~ 参考付表に示された結果は，構造モデル(付記参照)によるシミュレーションによ

るものである。基本的な考え方は，長期見通しに示された生産目標を.構造展望に示

された就業状態別・経営耕地規模別の農家が生産を担うとして，土地利用，生産技術

水準(単収，労働時間等)の調整を行い，必要があれば中核農家に土地を集積させる

等の施策を行った結果である。

帥例えば，就業状態別・年齢階層別動態表(付表 1. 2) と就業状態別・経営耕地規

模別動態表(付表 3. 4)の右下のセルは，本来一致していなくてはならないが，実

際には若干誤差を持っている。特に数値の大きい都府県で誤差が大きい。これは専ら

計算上の誤差によるものである。
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1985 -90年就業状態別・年齢階層別動態表(北海道)

中核ー1 中核 2 中核-3 中核ー4 中核ー5 準中核ー1 準中核-2 準中核-3 準中核 4 準中核 5 その他 離農 85年農家数

中核ー l 20，174 6，480 163 264 414 574 174 20 。 22 1，458 1，309 31，053 

中核 2 1，057 316 4，751 79 。 。 。 123 。 。 294 315 6，934 

中核 3 1，579 。 136 4，572 62 。 。 。 368 23 527 316 7，582 

中核-4 1，064 17 。 219 4，121 48 。 。 20 350 1，668 545 8，053 

中核一 5 740 。 24 22 54 158 。 。 。 。 3，673 634 5，305 

準中桜ー l 396 217 。 39 。 296 134 22 21 20 492 185 1，821 

準中核一 2 。 。 377 。 19 20 。 105 。 。 235 34 791 

準中核ー 3 103 。 。 481 84 。 。 22 275 。 348 66 1，378 

準中核-4 50 。 。 。 353 。 。 。 。 230 508 130 1，270 

準中核 5 84 。 。 。 。 42 。 。 。 。 584 314 1，024 

その他 839 310 283 350 452 256 111 294 239 414 29，156 11，399 44， 103 

新 設 291 13 108 24 53 11 。 10 26 11 822 。 1，369 

90年農家数 26，376 7，353 5，841 6，050 5，613 1，404 419 596 950 1，069 39，765 15，247 110，684 

イ寸表 l

ミ

(参考)1980-85年就業状態別・年齢階層別動態表(北海道)

中核ー1 中核ー2 中核-3 中核-4 中核-5 準中核ーl 準中核-2 準中核 3 準中核 4 準中核 5 その他 雛.， 80年農家数

中核… l 23，149 6，170 267 348 441 779 346 19 22 46 1，524 1，105 34，216 

中被 2 1，917 459 丘160 221 41 21 21 467 43 20 695 278 10，343 

中 核-3 1，892 。 233 5，472 118 171 。 。 557 19 883 418 9，763 

中核-4 1，152 。 。 200 3，974 104 。 23 。 313 1，564 344 7，674 

中核ー 5 496 。 。 19 19 128 。 。 。 。 2，739 331 3，732 

準中核 l 888 303 。 16 23 347 116 47 25 。 575 60 2，400 

準中核ー 2 60 21 285 22 。 22 。 301 。 。 532 53 1，296 

準中核 3 129 。 21 468 23 。 。 43 239 26 546 55 1，550 

準中核 4 80 。 。 40 361 48 。 。 。 219 635 106 1，489 

準中桜 5 68 。 。 。 。 37 。 。 。 。 674 150 929 

その他 1，022 357 387 607 502 489 217 248 360 284 32，436 9，339 46，248 

新 設 199 45 133 67 33 12 12 28 25 42 1，313 。 1，909 

85年農家数 31，052 7，355 7，486 7，480 5，535 2，158 712 1，176 1，271 969 44，116 12，239 121，549 
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1985~90年就業状態別・年齢階層別動態表(都府県)

中核 1 中核-2 中核-3 中咳ー4 中核-5 準中核 l 準中核ー2 準中核-3 準中核-4 準中核-5 その他 離農 85年農家数

中 核ー l 129，435 59，011 1，702 2，622 4，711 7，915 5，485 300 231 569 39，570 6，062 257，614 

中核 2 4，438 1，725 56，859 2，127 638 105 80 6，489 375 。13，305 2，081 88，222 

中核 3 7，841 209 1，792 84，409 3，627 458 21 188 9，882 376 18，705 2，806 130，314 

中核 4 8，048 83 188 3，239 87，000 1，449 107 66 401 12，011 56，970 4，276 173，837 
中核 5 5，833 571 148 192 378 4，353 475 88 64 104 141，083 4，543 157，832 

準中核 l 5，214 3，679 107 214 649 3，462 3，610 89 112 129 30，377 1，900 49，544 

準中核ー 2 270 155 4，185 166 148 41 168 4，808 154 22 14，297 879 25，292 

準中核-3 370 70 217 8，505 587 220 8 220 7，354 326 21，090 1，576 40，542 

準中級 4 5ω 24 104 466 10，677 447 43 44 355 9，125 32，298 2，185 56，318 

準中核 5 547 72 43 82 28 626 257 23 8 83 49，359 2，646 53，773 

その他 16，644 9，484 9，139 14，617 21，006 17，911 12，154 13，ω3 20，162 22，731 2，523，749 405，439 3，086，138 

新 設 1，263 435 443 切4 523 314 131 256 262 284 49，843 。 54，258 

90年農家数 180，452 75，516 74，926 117，143 129，972 37，301 22，539 25，655 39，3ω 45，761 ~・ 990， 668 434，392 4，173，685 

付表 2

(参考) 1980~85年就業状態別・年齢階層別動態表(都府県)

中被ー1 中核 2 中核-3 中核-4 中核ー5 準中核-1 準中核ー2 準中核-3 準中核-4 準中核ー5 その他 離農 80年農家数

中核 I 167，6ω 6旦797 3，305 4，825 6，810 9，829 5，870 307 336 657 45，436 5，213 316，075 

中 核 2 9，765 3，152 94，833 3，378 247 390 375 9，828 380 20 20，085 2，519 144，972 

中 核 3 13，277 239 3，690 120，073 3，700 774 60 624 14，393 544 27，811 2，810 187，995 
中 核-4 11，758 177 273 4，288 99，585 1，775 32 86 552 12，735 57，116 3，748 192，125 

中 核ー 5 7，075 306 310 430 602 3，176 216 112 47 213 110，282 2，990 125，759 

準中被 1 11，736 6，832 438 662 571 6，683 5，302 207 203 336 39，689 2，015 74，674 

準中核 2 642 242 11，395 467 。 164 204 9，173 294 83 24，953 1，232 48，849 
準中核-3 952 20 420 16，678 427 260 20 434 13，533 459 32，805 1，974 67，982 

準中核 4 1，294 43 19 600 15，855 720 27 20 426 11，549 39，272 1，678 71，503 

準中核 5 825 41 75 58 173 1，022 。 40 46 61 43，122 1，370 46，833 

その他 26，755 9，996 14，823 23，154 30，092 22，686 12，715 19，602 25，967 27，204 2，710，002 341，967 3，264，963 

新 設 2，826 843 1，039 1，482 1，117 492 536 371 666 544 82，553 。 92，469 

85年農家数 254，595 87，688 130，620 176，095 159，179 47，971 25，357 40，804 56，843 54，405 3，233，126 367，516 4，634，199 
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1985-90年就業状態別・経営耕地規模別動態表(北海道)

中 核 農 家 準 中 核 農 家

-1ha 1 -3 3-5 5-10 10-15 15-20 20-30 30- -1ha 1 -3 3-5 5-10 10-15 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 

-1 ha 1 318 49 。 22 。 。 29 。 。 26 。 O 。
1 -3 2 106 1， 289 154 155 。 。 O 。 。175 84 。 。

中 3-5 3 51 318 3，112 939 62 45 25 。 。 65 319 79 。
核 5-10 4 17 129 376 10.851 2，396 299 124 24 。 23 28 686 91 
農 10-15 5 17 。 38 418 4，882 1，775 506 45 。 。 。 O 108 
家 15-20 6 45 。 17 34 389 2，510 1，536 121 。 。 。 。 。

20-30 7 25 。 。 29 74 219 4，256 1，634 。 。 。 。 。
30- 8 16 。 。 17 18 40 307 6，450 53 。 。 O 22 

-1 ha 9 36 。 。 O 。 。 。 。 67 。 。 。 。
準

1-3 10 18 97 。 46 。 。 O 。 。 74 。 24 。
3-5 11 。 50 425 110 16 。 。 。 。 37 246 32 。

中
5 -10 12 。 。 18 796 156 。 24 。 。 。 50 500 50 

核

農
10-15 13 。 。 。 。175 98 。 。 。 。 。 14 43 
15-20 14 。 。 。 O 18 17 56 。 。 。 。 。 。

家
20-30 15 。 。 。 O 。 。 。 45 。 。 。 O 。
30- 16 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 O 。

-1 ha 17 136 21 。 O 21 。 O 。147 。 。 。 。
そ

1-3 18 。208 37 57 。 。 。 。 。190 。 19 。
3-5 19 17 42 342 194 20 。 。 。 。 21 350 100 。

<7) 
5-10 20 。 。 60 581 145 70 。 。 。 。 28 366 45 

他
10-15 21 。 。 。 15 142 52 19 。 。 。 。 O 18 

農
15-20 22 。 。 。 O 。 。 。 。 。 。 。 。 。

家
20-30 23 。 。 。 。 。 。 30 。 。 。 O 。 。
30- 24 。 。 。 O 。 。 O 24 。 。 。 O 。

新設農家数 25 19 80 21 62 65 24 79 138 。 。 O 42 16 

1990年農家数 26 822 2，283 4，600 14，326 8，580 5，150 6，991 8，481 267 611 1，105 1，862 392 

付表 3
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1985-90年就業状態別・経営耕地規模別動態表(北海道)

準中核農家 そ の 他 農 家 離農 1985年

15-20ha 20-30 30- -1ha 1 -3 3-5 5-10 10-15 15-20 20-30 30- 戸数 農家数

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 

-1 ha 1 。 。 。404 48 。 。 。 。 O 。130 1，025 
1 -3 2 。 。 。207 951 43 43 。 。 。 。228 3，433 

中 3-5 3 。 。 。203 264 1，099 146 。 。 。 。545 7，272 
核 5-10 4 。 。 。292 84 238 1，881 132 。 。 20 1，139 18，830 
農 10-15 5 。 。 。 。 39 43 102 394 34 。 。349 8， 750 
家 15-20 6 52 。 。 18 。 。 37 49 212 68 。264 5，352 

20-30 7 。 69 。 。 31 O 32 19 13 224 51 222 6，897 
30- 8 。 。 。 。 。 19 18 47 。 21 97 243 7，368 

-1 ha 9 。 。 。 98 9 。 。 。 。 O 。127 337 

準
1-3 10 。 。 。146 361 。 25 。 。 。 。178 969 
3-5 11 。 。 。 34 85 583 35 43 。 O 。171 1，867 

中
5 -10 12 18 。 。 20 。106 512 25 18 O 。238 2，531 

核

農
10-15 13 。 。 。 。 14 。 。 20 14 。 。 14 392 
15-20 14 。 。 。 。 。 O 。 。 。 。 O 。 92 

家
20-30 15 。 。 。 。 。 O 。 。 19 O O 。 64 
30- 16 。 。 34 。 。 。 。 。 。 。 。 。 34 

-1 ha 17 。 。 0111，332 416 65 。 。 18 。 。6，535 18，692 

そ
1-3 18 。 。 。2，179 5，527 338 62 。 。 O 。2，666 11，284 
3-5 19 。 。 。451 800 3，413 296 。 。 O 20 1，242 7，309 

の
5-10 20 。 。 。234 255 356 2，194 54 19 。 。722 5，129 

他

農
10-15 21 。 。 。 32 32 34 165 327 28 19 。 74 957 
15-20 22 O 。 。 。 。 21 41 76 88 23 20 55 323 

家
20-30 23 O 。 。 50 。 。 26 。 22 29 49 45 250 
30- 24 20 。 9 。 。 。 23 。 。 。 22 61 159 

新設農家数 25 。 。 。551 154 69 34 14 。 。 。 。1，369 

1990年農家数 26 90 69 43 16，250 9，072 6，427 5，672 1，199 484 383 278 15，247 110，684 

(続き)付表 3
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1980-85年就業状態別・経営耕地規模別動態表(北海道)

中 核 農 家 準 中 核 農 家

-1ha 1-3 3 -5 5 -10 10-15 15-20 20-30 30- -1ha 1 -3 3-5 5 -10 10-15 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 

-1 ha 1 506 45 。 20 。 。 16 20 47 19 。 。 。
1 -3 2 144 1，962 465 49 17 15 。 。 19 147 20 18 。

中 3-5 3 17 449 4，784 1，608 74 18 。 19 24 41 725 84 。
核 5 -10 4 。 46 461 14，359 2，612 359 105 38 。 22 94 1，399 131 .. 10-15 5 。 。 64 385 5，069 1，935 490 100 。 。 25 23 49 
家 15-20 6 。 。 。 25 340 2，592 1，864 205 。 25 。 。 。

20-30 7 。 23 。 。 62 263 4，053 1，763 。 。 26 。 。
30- 8 。 。 。 。 。 18 273 5，014 。 。 。 。 。

-1 ha 9 69 21 。 。 。 。 。 。 23 20 。 。 。
準

1-3 10 13 186 45 30 。 。 。 。 18 205 86 31 。
中

3-5 11 。 24 697 188 。 。 。 19 。 67 367 131 。
核

5-10 12 。 。 。1，066 173 42 。 。 。 。 。460 。
農

10-15 13 。 。 。 18 143 。 。 17 。 。 。 。 61 

家
15-20 14 。 。 。 。 。 49 。 。 。 。 。 。 。
20-30 15 。 。 。 。 16 。 。 。 。 。 。 。 。
30- 16 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。

-1 ha 17 163 45 20 。 19 。 O 。137 22 。 。 。
そ

1-3 18 。493 54 72 。 。 。 17 42 32渇 66 。 。
の

3-5 19 15 100 523 208 32 15 。 16 。 36 389 146 25 

他
5 -10 20 16 。 72 647 84 。 。 。 。 。 41 226 91 

H量
10-15 21 。 。 。 46 44 13 。 。 。 。 。 。 19 

家
15-20 22 。 。 。 。 。 。 43 。 。 。 。 。 。
20-30 23 。 。 。 。 20 。 19 21 。 。 。 。 。
30- 24 。 。 。 。 。 。 。 60 。 。 。 。 。

新設 農家 数 25 82 40 89 111 42 30 29 53 27 36 28 12 16 

1985年農家数 26 1，025 3，434 7，274 18，831 8，748 5，350 6，892 7，361 337 969 1，867 2，531 392 

(続き)付表 3
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1980-85年就業状態別・経営耕地規模別動態表(北海道)

準中核農家 そ の 他 農 家 離農 1985年

15-20h 20-30 30- -1ha 1-3 3-5 5-10 10-15 15-20 20-30 30- 戸数 農家数

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 

-1 ha l 。 。 。360 44 。 18 。 。 。 。226 1，320 
1-3 2 。 。 。306 1，195 208 。 。 。 。 O 278 4，844 

中 3-5 3 。 。 。228 269 1，287 198 。 15 。 。528 10，367 
核 5 -10 4 O 。 。128 184 335 1，621 56 。 。 。444 22，395 
農 10-15 5 O 21 。 。 49 。 43 137 46 22 O 339 8， 797 
家 15-20 6 61 21 。 23 28 27 。 60 111 。 。226 5，608 

20-30 7 。 22 。 。 。 50 21 63 17 70 。193 6，626 
30- 8 O 。 34 22 。 。 。 28 17 45 78 240 5， 768 

-1 ha 9 O 。 。202 21 。 。 。 。 。 。 90 447 

準
1 -3 10 O 。 。 63 557 149 。 。 。 。 。100 1，483 

中
3-5 11 。 。 。 。 95 723 85 。 。 23 。101 2，520 

核
5 -10 12 O 。 。 48 52 。740 62 。 。 。 65 2，707 

S量
10-15 13 。 。 。 。 。 。 。 74 。 。 。 24 337 

家
15-20 14 O 。 。 。 。 30 。 。 。 。 。 26 105 
20-30 15 O 。 。 。 20 O 。 。 。 18 O 17 71 
30- 16 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。

-1 ha 17 。 。 o I 14，143 556 91 。 。 。 22 。5， 786 21，002 

そ
1-3 18 O 。 。1，804 7，037 342 73 。 。 。 。1，823 12，150 

の
3-5 19 。 。 。310 831 3，424 419 。 。 。 。728 7，217 

他
5 -10 20 O 。 。209 103 462 1，597 201 。 。 。773 4，524 

農
10-15 21 31 。 。 16 18 34 124 278 。 。 。161 782 

家
15-20 22 O 。 。 。 。 。 25 。 99 27 18 47 259 
20-30 23 O 。 。 。 25 。 44 。 17 24 16 21 208 
30- 24 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 47 。 107 

新設農家数 25 O 。 。835 204 150 124 。 。 。 。 。1，908 

1985年農家数 26 92 64 34 18，697 11，287 7，311 5，130 957 323 250 159 12，236 121，547 

(続き)付表 3
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1985-90年就業状態別・経営耕地規模別動態表(都府県)

中 核 • 家 準 中 核 農 家

~O. 5ha 0.5~ 1. 0 1. O~ 1. 5 1. 5-2. 0 2.0-3.0 3. 0~5. 0 5.0~ ~O. 5ha 0.5-1.0 1. O~ 1. 5 1. 5~2. 0 2.0-3.0 3. 0~5. 0 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 

-0.5ha 1 16，853 5，914 684 175 173 84 21 2，505 930 。 。 23 。
中

0.5~ 1. 0 2 7，699 51，759 15，863 2，488 843 244 124 1，629 7，959 1，280 83 66 21 

核
1.0-1.5 3 1，425 16，779 60，494 19，396 6，547 1，046 166 272 2，669 6，714 1，372 355 45 

• 1. 5-2. 0 4 318 3，079 16，578 46，255 22，220 2，155 342 183 449 2，278 4，669 1，378 149 

家
2.0-3.0 5 264 954 3，482 14，542 60，114 17，225 1，484 60 124 395 2，070 6，638 1，260 

3.0-5.0 6 103 211 492 883 8，793 36，804 7，224 20 42 104 123 1，116 3，566 

5.0- 7 84 128 21 85 531 2，485 11，195 21 21 。 。 89 155 

~O. 5ha 8 2，726 701 68 47 23 。 。2，718 527 92 。 。 。
準 0.5~ 1. 0 9 770 6，668 2，025 320 106 41 21 1，205 6，440 1，164 104 23 。
中 1.0-1.5 10 59 1，938 6，047 1，500 529 117 。 178 1，520 5，366 1，206 235 42 

核 1. 5~2.0 11 42 177 1，120 3，211 1，500 172 43 65 87 1，441 3，369 1，315 70 

農 2.0-3.0 12 22 16 81 378 2，027 514 59 。 23 60 318 1，704 304 

家 3.0-5.0 13 18 。 38 39 506 2，610 397 19 。 19 19 342 1，421 

5.0- 14 。 。 。 。 。 83 369 。 。 。 。 。 41 

~O. 5ha 15 8，858 4，218 542 332 267 172 43 15，871 2，977 330 86 92 47 

そ O. 5~ 1. 0 16 2，510 15，469 3，817 970 562 42 63 4，378 20，492 3，145 420 114 44 

0) 1. 0~ 1. 5 17 244 2，885 8，001 2，483 828 164 21 188 3，587 11，608 2，219 421 66 

他 1. 5-2. 0 18 41 215 1，586 4，028 1，626 372 41 63 379 2，093 4，576 1，513 268 

農 2. 0~3. 0 19 50 54 366 1，040 4，683 1，033 259 。 。 291 1，643 6，070 1，164 
家 3. 0~5. 0 20 。 22 21 110 505 1，757 361 。 。 65 86 361 1，109 

5.0~ 21 。 21 。 。 。 42 166 。 。 。 21 。 。
新設農 家 数 22 1. 063 789 521 274 232 192 97 611 394 116 73 44 9 

1990年農家数 23 43，149 111，997 121，847 98，554 112，614 67，354 22，494 29，986 48，620 36，562 22，456 21. 900 9，779 

付表4



~ 

圃
即
叫
柿
勢
市
町
副
唱
哨
同

噛
判
怠
抽
叩
川
相

N
d

1985-90年就業状態別・経営耕地規模別動態表(都府県)

そ の 他 農 家 離農戸数 1985年

5.0ha- -0.5ha 0.5-1.0 1. 0-1. 5 1.5-2.0 2.0-3.0 3.0-5.0 5.0- 農家数

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 

-0.5ha 1 。 25，860 5，328 277 83 83 41 。6，410 65，444 

中
0.5-1.0 2 。 16，601 56，666 8，510 951 141 20 20 5，240 178，207 

核
1. 0-1. 5 3 。 4，197 18，857 37，381 8，117 1，219 82 19 3，624 190，774 

a量 1.5-2.0 4 。 1，226 3，398 11，047 19，923 5，022 360 19 1，800 142，849 

家
2.0-3.0 5 22 911 1，537 2，733 7，180 18，010 2，257 117 1，565 142，942 
3.0-5.0 6 221 227 327 432 643 2，005 6，096 329 801 70，562 
5.0- 7 515 21 83 63 80 165 287 685 328 17，041 

-0.5ha 8 。 26，812 4，274 249 。 22 22 。4，352 42，633 

準 0.5-1.0 9 。 10，800 37，397 5，314 407 81 20 。2，799 75，707 

中 1. 0-1. 5 10 22 1，376 8，555 19，987 3，302 732 39 19 1，298 54，066 

核 1. 5-2. 0 11 。 367 1，350 4，683 10，694 2，328 127 40 466 32，665 
農 2.0-3.0 12 8 74 110 268 978 3，274 356 7 136 10，720 
家 3.0-5.0 13 186 58 57 76 112 649 2，122 161 63 8，909 

5.0- 14 85 20 。 19 。 。 42 39 71 768 

-0.5ha 15 。1，129，173 99，131 5，122 1，033 379 106 81 331，050 1，599，910 
そ 0.5-1. 0 16 。 206，887 552，557 52，352 4，449 1，289 206 59 57，706 927，531 
。〉 1.0-1.5 17 44 15，712 82，492 171，129 22，036 2，862 365 97 11，144 338，594 
他 1. 5-2.0 18 47 3，033 7，530 29，620 53，327 10，684 529 。3，085 124，658 

農 2.0-3.0 19 。 1，284 2，022 5，∞o 13，107 36，302 4，255 195 1，836 80，653 
家 3.0-5.0 20 163 107 297 341 541 2，140 4，719 240 513 13，459 

5.0- 21 。 。 。 21 20 61 409 469 104 1，334 

新設農家数 22 。 41，932 6，022 1，085 371 355 63 15 。 54，258 

1990年農家数 23 1，313 1，486，679 887，990 355，710 147，355 87，802 22，521 2，611 434，392 4，173，685 

(続き)付表4
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1980-85年就業状態別・経営耕地規模別動態表(都府県)

中 核 農 家 準 中 核 農 家

-0.5ha 0.5-1.0 1. 0-1.5 1.5-2.0 2.0-3.0 3.0-5.0 5.0- -0.5ha 0.5-1.0 1.0-1.5 1.5-2.0 2.0-3.0 3.0-5.0 
2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 

-0.5ha 1 21，040 7，009 812 167 264 101 。3，683 962 148 21 6 。
中

0，5-1.0 2 11，015 83，397 22，477 3，613 1，114 458 169 2，461 12，402 2，167 239 12 。
核

1. 0-1. 5 3 1，667 27，127 97，060 27，175 6，967 984 322 443 4，544 11，117 2，447 135 20 

農
1.5-2.0 4 542 3，434 26，378 67，743 25，434 2，913 265 20 675 3，072 7，180 599 101 

家
2.0-3.0 5 262 1，206 4，323 19，063 78，744 18，029 1，025 21 230 398 2，044 2，810 1，344 
3.0-5.0 6 87 291 414 1，102 9，093 36，561 5，244 21 62 63 105 311 2，843 
5.0- 7 22 21 84 42 347 1，804 8，164 。 。 21 。 6 127 

-0，5ha 8 4，118 1，700 161 61 39 19 。4，560 1，157 82 40 。 。
準 0.5-1.0 9 1，770 12，405 2，609 612 134 57 19 1，779 12，423 2，313 139 6 。
中 1.0-1.5 10 126 3，390 10，673 2，439 587 117 38 82 2，693 8，868 1，843 117 82 
核 1.5-2，0 11 104 342 2，261 7，064 2，208 272 38 20 363 1，898 5，771 536 102 
重量 2，0-3，0 12 45 109 410 1，644 8，411 1，678 104 44 44 243 1，212 2，081 683 
家 3.0-5.0 13 20 40 39 40 537 3，251 537 。 。 39 39 134 1，599 

5.0- 14 。 。 。 。 。 75 167 。 。 。 。 。 78 

-0，5ha 15 17，356 5，927 1，033 527 472 196 77 23，518 4，987 494 162 25 21 
そ 0.5-1.0 16 4，906 25，769 5，433 1，262 567 136 38 5，774 29，286 4，364 687 93 41 

σコ 1.0-1.5 17 265 3，919 12，923 3，189 1，071 361 56 378 5，036 15，217 2，882 144 20 
他 1. 5-2， 0 18 40 369 1，939 5，270 1，720 319 19 39 409 2，879 6，456 524 119 

農 2，0-3.0 19 41 156 426 1，127 4，207 1，220 129 20 39 256 1，209 1，273 534 
家 3.0-5.0 20 。 。 。 58 282 1，457 146 。 。 39 19 71 984 

5.0- 21 。 29 。 。 29 56 300 。 。 。 。 9 59 

新設農家数 22 2，586 1，566 1，284 602 644 453 172 1，439 749 183 145 33 61 

1985年農家数 23 66，012 178，205 190，740 142，801 14，872 70，516 17，029 44，303 76，061 53，864 32，641 8，925 8，820 
一一」

(続き)付表 4
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1985-90年就業状態別・経営耕地規模別動態表(都府県)

そ (J) 他 農 家 離農戸数 1985年

5.0ha- -0.5ha 0.5-1.0 1. 0-1.5 1. 5-2. 0 2.0-3.0 3.0-5.0 5.0- 農家数

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 

-0.5ha 1 。 27，234 5，127 319 127 28 。 。5，207 72，254 

中
0.5-1.0 2 。 18，014 61，256 7，796 564 132 81 。5，201 232，388 

核
1.0-1.5 3 。 4，032 19，785 38，173 6，184 1，033 61 38 2，895 252，208 

農
1.5-2.0 4 。 1，423 2，794 9，469 17，250 5，284 100 38 1，880 176，593 

家
2.0-3.0 5 。 1，035 1，053 1，986 5，060 16，363 1，346 57 1，289 157，689 
3.0-5.0 6 210 289 333 372 271 1，743 3，472 233 718 63，839 
5.0- 7 270 64 。 42 。 83 170 417 273 11，956 

-0.5ha 8 。 30，377 4，763 247 62 。 。 。3，679 51，066 

準 0.5-1.0 9 。 13，054 47，214 5，235 423 132 。 19 2，515 102，859 

中 1. 0-1. 5 10 。 1，571 10，330 24，702 3，815 725 83 。 1，193 73，474 

核 1.5-2.0 11 。 464 866 4，616 10，208 3，108 142 。 521 40，905 

農 2.0-3.0 12 。 193 356 649 2，2沼5 10，977 718 。 237 32，124 

家 3.0-5.0 13 126 41 59 199 80 707 1，345 19 103 8，954 

5.0- 14 72 。 。 。 。 。 39 18 18 468 

-0.5ha 15 。1，347，263 105，192 4，974 703 542 21 。284，676 1，798，159 

そ 0.5-1.0 16 。 212，790 578，554 48，720 3，990 1，073 185 19 45，381 969，067 
。〉 1.0-1.5 17 。 13，273 74，321 162，590 19，859 3，177 181 。7，975 326，839 

他 1.5-2.0 18 。 2，303 5，376 23，999 45，289 10，479 576 37 2，535 110，697 

農 2.0-3.0 19 。 748 1，036 2，490 7，559 24，971 1，587 93 1，081 50，203 
家 3.0-5.0 20 106 215 175 216 354 1，289 3，176 166 269 9，025 

5.0- 21 。 29 29 29 59 39 118 138 50 974 

新設農家数 22 。 70，788 8，629 1，946 502 530 135 23 。 92，471 

1985年農家数 23 784 1，745，197 927，247 338，769 124，646 82，413 13，536 1，317 367，516 4，634，137 

(続き)付表4
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付表 5 西暦 2000年の就業状態・規模別農家戸数の予測(離農・新設内生)

(北海道)
(単位:戸，'%)

-1 ha 1 -3 3-5 5 -10 10-15 15-20 20-30 30- 合計

中核農家

現状[1990年] 822 2，283 4，600 14，326 8，580 5，150 6，991 8，481 51，233 

実 β=0.0 570 1，016 2，033 8，369 6，630 4，582 6，820 10，218 40，239 

β=0.5 418 837 1，965 8，245 6，584 4，718 6，794 10，663 40，226 

数 β=1.0 269 657 1，900 8，112 6，537 4，860 6，756 11，123 40，214 

現状[1990年] 2 4 9 28 17 10 14 17 100 

アェシ I βββ === 001 0 5 0 

1 3 5 21 16 11 17 25 100 

I 2 5 20 16 12 17 27 100 

1 2 5 20 16 12 17 28 100 
.._- 唱角 南‘・...

準中核農家

現状 [1990年] 267 611 1，105 1，862 392 90 69 43 4，439 

実 月=0.0 171 306 547 1，290 332 111 58 80 2，895 

fJ =0.5 179 327 588 1，274 251 95 58 74 2，846 

数 β=1.0 187 342 637 1，259 170 80 57 68 2，799 

現状 [1990年] 6 14 25 42 9 2 2 1 100 

6 11 19 45 11 4 2 3 100 

6 11 21 45 9 3 2 3 100 

7 12 23 45 6 3 2 2 100 

その他農家

現状[1990年] 16，250 9，072 6，427 5，672 1，199 484 383 278 39，762 

実 β=0.0 11，729 5，791 4，367 4，941 1，357 529 462 429 29，605 

β=0.5 12，043 5，736 4，394 4，814 1，307 521 466 345 29，625 

数 β=1.0 12，356 5.683 4，423 4，684 1，255 512 471 251 29，636 

現状[1990年] 41 23 16 14 3 1 1 l 100 

γ fJ =0.0 40 20 15 17 5 2 2 l 100 

立二 s =0.5 41 19 15 16 4 2 2 100 

ア β=1.0 42 19 15 16 4 2 2 I 100 

農家合計

現状[1990年] 17，339 11，966 12，132 21，860 10，171 5，724 7，443 自， 802 95，434 

実 β=0.0 12，470 7，113 6，946 14，600 8，320 5，223 7，341 10，727 72，740 

β=0.5 12，640 6，901 6，947 14，334 8，142 5，334 7，318 11，083 72，697 

数 β=1.0 12，812 6，682 6，960 14，056 7，962 5，453 7，284 11，443 72，649 

現状[1990年] 18 13 13 23 11 6 8 9 100 

、/ β=0.0 17 10 10 20 11 7 10 15 100 

エ β二 0.5 17 9 10 20 11 7 10 15 100 

ア β=1.0 18 9 10 19 11 8 10 16 100 
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付表6 西暦 2000年の就業状態・規模別農家戸数の予測(離農・新設内生)

(都府県)
(単位・戸、%)

-0.5h. 0.5-1 1-1.5 1.5-2 2-3 3-5 5- 合計

中核農家

現状[1鈎O年] 43，149 111，998 121，847 98，民4 112，614 67，354 22，494 578，0ω 

実 fJ=0目。 25，075 59，495 60，921 53，163 73，106 55，451 26，4ω 353，619 

β=0.5 20，278 53，401 58，737 52，891 75，剖J6 60，ω1 30，318 351，622 

数 β=1.0 15，762 47，223 56，373 52，392 78，6侃 64，7，お 34，557 349，696 

現状[1鈴昨] 7 19 21 17 19 12 4 I∞ 

シ fJ=0.0 7 17 17 15 21 16 7 100 

エ β=0.5 6 15 17 15 22 17 9 100 

ア β=1.0 5 14 16 15 22 19 10 1∞ 
・・・ー 晶ー---_...

準中核.家

現状[1鈎O年] 29，986 48，620 36，562 22，456 21，901 9，779 1，314 170，615 

実 β=0.0 22，643 34，611 26，927 17，785 21，189 10，888 1，965 136，∞a 

β=0.5 25，027 34，527 26，161 17，0臼 19目715 9，128 1，526 133，136 

数 β=1.0 27，497 34，283 25，339 16，305 18，249 7，436 1，165 130，275 

現状[1悌O年] 18 28 21 13 13 6 1 1∞ 

17 25 20 13 16 8 1 100 

19 26 20 13 15 7 l 100 

21 26 19 13 14 6 l 100 

その他農家

現状[1倒。年] 1，486，676 887，988 355，710 147，355 87，801 22，521 2，610 2，鈎0，632

実 {l=0.0 1，250，623 740，157 315，078 140，023 93，354 30，792 4，430 2，574，457 

β=0.5 1，335，450 710，016 291，655 126，444 81，448 24，939 3，761 2，573，721 

数 {l =1.0 1，423，釦1 675，403 268，086 113，169 70，030 19，507 2，957 2，572，952 

現状[1990年] 50 30 12 5 3 1 。 100 

49 29 12 5 4 1 。 100 

エア ββ == 01 5 0 
52 28 11 5 3 l 。 1∞ 

55 26 10 4 3 l 。 1∞ 
-ー一一ー守一

農家合計

現状[1990年] 1，559，811 1，048，606 514，119 268，365 222，316 99，654 26，418 3，739，256 

実 月=0.0 1，298，341 834，262 402，927 210，971 187，649 97，131 32，803 3，064，084 

β=0.5 1，380，764 797，944 376，552 196，388 177，069 94，157 35，ω5 3，058，479 

数 {l=1.0 1，467，060 756，909 349，798 181，868 166，884 91，726 38，679 3，052，923 

現状[1鈎O年] 42 28 14 7 6 3 I 100 

112: 
42 27 13 7 6 3 1 100 

45 26 12 6 6 3 l 100 

48 25 11 6 5 3 l 100 
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参考付表 農家 l戸当たり経営耕地規模

(長期見通しの生産目標との整合性を持たせた場合)
(単位:戸. ha. ha/戸)

~t 海 道 戸 数 耕地面積 戸 当 た り

1 9 9 0年

中核 農 家 51，233 1，037，503 20.3 

準中核農家 4，439 29，605 6. 7 

その他農家 39，762 141，7∞ 3.6 
d口"- 言十 95，434 1，208，808 12.7 

2 0 0 0年β=0
中 被 農 家 40，239 1，206，744 30.0 

準中核農家 2，895 23，026 8.0 

その他農家 29，605 125，941 4.3 

合 言十 72，740 1，355，711 18.6 

2 0 0 0年s=0.5

中 核 .. 家 40，226 1，230，171 30.6 

準中核農家 2，846 19，882 7.0 
その他農家 29，625 105，660 3.6 
メロ'- 計 72，697 1，355，713 18.6 

2000年β
中 核 農 家 40，214 1，254，317 31. 2 

準中核農家 2， 799 16， 798 6.0 
その他農家 29，636 84，597 2.9 

合 計 72，649 1，355，712 18. 7 

都 府 県 戸 数 耕地面積 戸 当 た り

1 990年

中 核 農 家 578，009 1，373，477 2.4 

準中核農家 170，615 264，537 1.6 

その他農家 2，990，632 2，395，984 0.8 
メ日L 計 3，739，256 4，033，998 1.1 

200 0年β=0
中 核 H量 家 353，617 1，541，422 4.4 

準中被農家 136，008 236，804 1.7 

その他農家 2，574，415 2，052，005 0.8 
i口'- 言十 3，064，041 3，830，231 1.3 

2 0 0 0年β=0.5

中 核 農家 351，620 1，689，764 4.8 

準中核農家 133，135 219，853 1.7 
その他農家 2，573，677 1，920，603 0.7 
メ口λ 計 3，058，434 3，830，220 1.3 

2 000年β=1 
中 核農家 349，694 1，837，904 5.3 
準中核農家 130，274 203，590 1.6 
その他農家 2.572，898 1，788，722 O. 7 
メロL 言十 3.052，867 3，830，216 1.3 
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中 川 光 弘

農業センサスの動態表を基に， 特に中核農家を中心に， 最近の就業状態別・年齢

階層別・経営耕地規模別の農家構成の動きを概観するとともに， 移動確率行列を使

ってその将来予測を行った。分析より得られた主な知見は， 次の通りである。

(1) 最近の動向として， 農家戸数の減少率は， 1980 ~ 85年間と1985~ 90年間

で， 都府県では6.1%から9.2%へ， 北海道では8.6%から12.6%へ変化し， 両

地域とも減少率が高まった。 この中で中核農家の減少率は， 都府県では16.4%か

ら28.4%へ， 北海道では10.4%から13.1%へ変化し， 特に都府県の減少率の上

昇が著しかった。その他農家への高い移動率， 男子専従者50代農家シェアの高ま

り， 世代交代の停滞， 50代離職帰農者による補充率の低下等が， 最近の中核農家

減少率の高まりの背景となっている。

(2) 経営耕地規模別の動きでは， 北海道， 都府県とも上位階層の戸数シェアの拡

大がみられる。都府県の増減分岐点 2. 0 ha 以上の中核農家の動きでは， 下位移動

率が上位移動率を上回っているが， 相対的に数の多い直近下位階層からの上位移動

戸数が多いことが主因となって， 上位階層シェアが拡大しており， 準中核農家， そ

の他農家に比べて， 労働力の充実した中核農家の上位移動率が高かった。

(3) このような傾向が読める動態表を基に， 移動確率行列を使って将来予測を行

った結果によると， 1990~ 2000年間に農家戸数は， 都府県では18.1%減少し，

北海道では23.8%減少し， 総農家戸数は3,137千戸になると見込まれた。 このう

ち， 中核農家戸数は， 都府県では38.8%減少し，北海道では21.4%減少し， 総戸

数は394千戸になる。中核農家シェアは， 都府県では15.5%から11.5 %へ縮小し，

北海道では53.7 %から55.3%へ拡大する。

(4) 中核農家の経営耕地規模は， 都府県では2.0 ha 以上で， 北海道では15.0 ha

以上階層で戸数シェアが拡大し， 都府県では中核農家全体に占める3.0 ha 以上階

層の戸数シェアが15.5%から23.1%へ， 北海道では20 ha以上階層の戸数シェア

が30.2%から42.3%へ拡大する。中核農家戸数はかなり減少するが， 中核農家の

規模拡大も一定程度見込まれる。
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